
令和５年度 第３回新潟市国民健康保険運営協議会

次 第 

日 時  令和６年１月１６日（火）

午後１時３０分から

場 所  市役所本館６階講堂

１ 開 会

２ 議 題

・令和６年度国民健康保険料率の検討について

  ・答申案の検討

  ・新潟市国民健康保険「第三期保健事業実施計画（データヘルス計画）」

及び「第四期特定健康診査等実施計画」（案）について

３ 閉 会



（単位：千円）

医療分 後期支援分 介護分

Ｒ５本算定 11,310,542 4,436,089 1,272,824 17,019,455 123.0

Ｒ６本算定 11,395,499 4,289,054 1,426,156 17,110,709 129.3

増減 84,957 △ 147,035 153,332 91,254 6.3

合計
１人当たり
納付金額

（単位：千円）

医療分 後期支援分 介護分

Ｒ６仮算定 11,479,355 4,300,301 1,419,595 17,199,251 130.6

Ｒ６本算定 11,395,499 4,289,054 1,426,156 17,110,709 129.3

増減 △ 83,856 △ 11,247 6,561 △ 88,542 △ 1.3

１人当たり
納付金額

合計

資料１

令和６年度 国民健康保険料率の検討について

１ 国民健康保険事業費納付金の令和６年度本算定額

● 仮算定時の納付金額と比べ、本算定における納付金額は約８，８００万円減少した。

（１）納付金額の仮算定比較

（２）納付金額の前年度比較 ※本算定比較

● 前年度本算定時の納付金額と比べ、令和６年度本算定は約９，１００万円増加した。

・医療分及び後期高齢者支援分は、診療報酬改定等を反映させた国・県の
再推計を受け、減少した。

・介護分は、介護保険制度に係る必要総額の増加により、増加した。

・全体（合計）として減少となった。

・医療分は、新型コロナの５類への移行等により医療機関の受診が増加し、
医療費が増加している影響を受け、増加した。

・介護分は、介護保険制度に係る必要総額の増加により、増加した。

・１人当たり換算では、約６，３００円の増加となった。



（単位：千円）

医療分 後期支援分 介護分

歳入 65,819,277 4,234,427 1,267,791 71,321,495 （参考）

歳出 65,847,152 4,306,884 1,422,067 71,576,103

収支 △ 27,875 △ 72,457 △ 154,276 △ 254,608

歳入 65,685,188 4,252,782 1,273,796 71,211,766 70,740,701 471,065

歳出 65,666,993 4,296,273 1,428,867 71,392,133 70,715,070 677,063

収支 18,195 △ 43,491 △ 155,071 △ 180,367 25,631 △ 205,998

増減（本-仮） 収支 46,070 28,966 △ 795 74,241

増減
（R６-R５）

Ｒ６
本算定

合計

Ｒ６
仮算定 Ｒ５

本算定

２ 本算定に基づく令和６年度 収支見込み

※ 令和６年度の被保険者数、所得等を見込み、現行の保険料率から算出した収支見込額

●本算定による納付金の減少に加え、令和６年度の保険料収入等を再度見込んだ
結果、約１．８億円の赤字となる見込み。

【参考】基金の活用試算について

・前年度と比べ、被保険者は減少するものの、コロナ感染動向の改善に伴う制限
の解除や自粛緩和により基準総所得が回復し、保険料収入は増加する見込み。

・医療費や介護分の必要総額の増加により納付金が増加した結果、約１．８億円
の赤字となる見込み。（令和５年度本算定時は約２，５００万円の黒字）

（年度）

①取崩目安額 △1.9億→0

③基金残高 　（年度末時点）

②保険料収納不足
への備え

30.4億 31.5億 31.7億 29.9億円  25.9～27.9億円 21.9～25.9億円

（３億）　

Ｒ８

△2.9億→△1.9億 0 △1.8億円 △2～4億円 △2～4億円

医療給付費のピーク

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

団塊の世代が
後期高齢者医療制度へ移行

後期高齢者医療、介護保険制度
への支援に係る納付金が増加

① 保険料負担の年度間の平準化を図る
→ ７０歳代の被保険者数の減少や後期高齢者医療への支援分増加等に向けて、
令和７年度以降の取崩目安額を試算
（取崩目安額△２～４億円は過去の収支赤字見込から推計）

② 年度途中における保険料の収納不足に備える
→ 備えとして３億円は確保する（年度途中に収納率が２％下がった場合の保険料）

⇒ 下図のとおり、当面の間、一定程度の基金を活用することは可能



２割
７割
軽減

５割
軽減

低 高
※医療・支援・介護を合算し
たイメージのため、上限額は

それぞれ異なる。

上限額 １０４万円

応能分

（所得割）

（

保
険
料
額

）

（ 年間所得額 ）

応益分

（均等割・平等割）

上限額 １０６万円

資料２

賦課限度額の改定について

・賦課限度額＝１年間に負担する国民健康保険料の上限額

（被保険者の納付意欲に与える影響や制度の円滑な運営を確保する観点から、
被保険者の保険料負担に一定の限度を設けることとしている。）

・上限額が国の政令（国民健康保険法施行令）によって示され、
各市町村は必要に応じて条例を改正して施行する

１ 賦課限度額とは

３ 改定内容

・７５歳以上人口の増加により、後期高齢者医療の給付費の増加が見込まれる中、
国は、国民健康保険料のうち、支援分（後期高齢者医療への支援分）の上限を
２万円引き上げる改定内容を示した。

２ 賦課限度額改定による影響のイメージ図

医療分 後期支援分 介護分 合計

Ｒ１ ６１万円 １６万円 ９６万円

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４ ２０万円 １０２万円

Ｒ５ ２２万円 １０４万円

Ｒ６
６５万円
（±０万円）

２４万円
（＋２万円）

１７万円
（±０万円）

１０６万円

改定年度
賦課限度額

１９万円
６３万円

１７万円

９９万円

６５万円

※ 第２回 国民健康保険運営協議会資料と同内容



・本市はこれまで、国の基準に沿って、賦課限度額を同額に引き上げてきた。

＜他都市の状況＞
・県内市町村（３０市町村）は、すべて国基準どおりとしている。
・政令市（２０市）では、１８市が国基準どおりとし、２市が１年遅れで
国基準どおりとしている。

４ 本市の対応

５ 賦課限度額改定による影響額・世帯

【影響を受ける世帯所得例（後期支援分）】

世帯構成
賦課限度額に到達する年間所得（世帯所得）

改定前 改定後

単身世帯
（１人）

約７０１万円
（給与収入約８９６万円）

約７６５万円
（給与収入約９６０万円）

夫婦
（２人）

約６７８万円
（給与収入約８７３万円）

約７４２万円
（給与収入約９３７万円）

夫婦+子２人
（４人）

約６３１万円
（給与収入約８２４万円）

約６９６万円
（給与収入約８９１万円）

※ 単身世帯＝４０～６４歳 夫婦＝２人とも４０～６４歳 子＝無収入
※ ６５歳以上は、国保料の介護分が介護保険料に移行するため省略

・賦課限度額改定（引上げ）による本市の収支影響額は、約３，２００万円の増加。

・上限超過世帯は、約１，５００世帯（高所得者への負担が増加）


